（連合）政策ニュースレター第407号

介護納付金の総報酬割、介護サービス情報の公表制度など議論

審議課題の一巡目が終了
第50回社会保障審議会 介護保険部会

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

第50回社会保障審議会介護保険部会が10月2日（水）、都内会場で開かれ、介護納付金の総報酬割、介護サービス情報の公表制度、住所地特例など、残された「その他検討事項」について議論を行い、部会で議論する課題が一巡した。総報酬割については賛否が分かれ、今後の引き続きの検討となった。情報公表制度に関しては、利用者が使いやすい効果的な情報提供を求める意見が相次いだ。連合からは伊藤彰久・生活福祉局長が出席した。

　主な議論内容は、以下の通り。

（委員）住所地特例について、サービス付き高齢者向け住宅（以下、「サ高住」）も含めて利用者が判断できるわかりやすい情報が求められる。情報公表制度については、介護従事者の定着度（勤続年数など）や、事業責任者や管理者の資格も明記すべき。

（委員）認知症の人にとって環境の変化は大きい。サ高住にも住所地特例を認めることは、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることにならないのではないか。総報酬割については、介護納付金を総報酬割に移行することによる利益と負担について明確な整理が必要だ。

（委員）情報公表制度に関して、独居や認知症の高齢者が使えるシステムであろうか。もっと身近に相談できる体制を整えることこそ大切。

（委員）都市部の高齢化対策は、低所得者層の介護支援が大きな課題であり、プライバシーに配慮しながら多床室の増設を実施すべきである。住所地特例については概ね賛同できるが、「供給が過度な需要を生む」といった弊害を考慮して対応していくべき。法定外の宿泊サービスについての情報公表は、「夜間職員の有資格者の有無」「一泊の料金体系」「防火対策」「就寝時の環境整備」など積極的に検討すべき。

（事務局）サ高住では生活相談と状況把握が行われており、懸念に及ばないと考える。

（事務局）総報酬割のメリットは、それぞれの負担能力に差があるため、被用者保険全体で負担軽減をはかることができる。

（委員）総報酬割についてはこれまでの部会を通じて意見が出尽くしたと考えるが、積極的な導入を求めたい。情報公表制度について、情報の見える化につながり、評価したい。ただ、情報が増えるほど欲しい情報までのアクセスに時間を要するため、情報端末などの操作をサポートする人が求められるのではないか。

（事務局）情報公表制度を利用する際、サポートを行う者については、ボランティアの活用を含めて検討したい。

（委員）住所地特例について、サ高住を認めると収入が多い人は住居地を選択できるが、少ない人は特別養護老人ホームに入る。多床室の特養をつくるのは介護保険から捻出できないとなれば低所得者層が利用できる施設がなくなり、貧困ビジネスの介入を招くのではないか。

（委員）総報酬割について反対。協会けんぽへの国庫補助を健保組合が肩代わりをさせられる。健保組合は保健事業に取り組んでおり、介護予防や寿命の延伸につながっている。介護保険制度においても保険者機能を発揮していることを評価してほしい。

（委員）保険者間の保険料の差を埋めないと、総報酬割の議論に入れないのでは。情報公表制度は自己評価も加えてはどうか。「都市部の高齢化対策に関する検討会報告書」には失望した。利用者や提供者の視点がない。緊急時の対応も記されていない。

（事務局）低所得者向けの住まいの確保は、検討すべき課題だと考える。

（委員）総報酬割は、第2号被保険者の範囲とセットで考えるべき。すべての世代の公平な負担を求める必要があるのではないか。

（連合委員）都市部の高齢化対策（他自治体に保有する施設跡地を利用した特養の設置）に関し、入所において本人の意思を前提としながらも、認知症など意思確認が困難な人を同施設に連れていくことがあってはならない。姉妹都市のような形式的な運用にはならない。介護納付金の総報酬割導入について、第2号保険料については、被保険者が同じ額の保険料負担をして高齢者の介護を支えるとの考え方で頭割りとしていることを踏まえつつ、短時間労働者への社会保険の適用拡大を念頭に検討すべき。介護サービス情報の公表制度について、2012年度の改正介護保険法の施行により介護従事者等に関する情報公表について、都道府県に対し配慮義務が設けられている。この情報の公表について事業者に報告の努力義務をかけるよう提案されているが、報告を義務付けるべきである。また、公表する項目として、職員の保有資格、「介護プロフェッショナルキャリア段位制度」の取得状況、常勤・非常勤の別、社会保険適用、定昇の導入状況などを掲載すべきである。定昇は加算があってもなくても行うべきであり、果たしてそれを理解しているのか。

（委員）情報公表制度は、事業者からの処遇情報をただ載せるのではなく出し方に工夫が求められる。内容についてチェックができる仕組みにしてほしい。

（事務局）連合委員の懸念について、入所者の希望を取るのは大前提だ。国として、高齢者の尊厳を守れるよう、確認しながら実施していきたい。

（連合委員）「介護サービス情報の公表制度の現状把握及び今後の利活用方策に関する検討会」の概要が示されているが、検討会の報告はないのか。当部会での議論とのすり合わせを行うのか。

（事務局）介護保険部会とともに両方から意見をいただいての対応となる。

　次回の部会は、10月16日の予定。

以上
